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会 議 次 第 

１．協議事項 

会長の選任について 

 

２．報告事項（１） 

川西市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画の 

実績について 

 

３．報告事項（２） 

   令和２年度川西市介護保険事業概要について 

 

４．報告事項（３） 

令和２年度川西市地域包括支援センター事業報告について 

会 議 結 果 別紙のとおり 



１．協議事項「会長の選任について」

　（１）議決結果

　　　　　賛成・・・14　　反対・・・０　　棄権・・・2

　　　　　　以上の結果により、大塚保信委員が会長に選任されました。

　（２）ご意見

　　　　　前年度も関わっていらっしゃる方なので。

２．報告事項（１）「川西市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画の実績について」

（１）ご意見

記載箇所等

資料番号1-1

2ページ

地域と連携した生活支

援体制の整備

資料番号1-1

2ページ

地域と連携した生活支

援体制の整備

資料番号1-1

2ページ

地域包括ケアシステム

の深化・推進

令和３年度第１回川西市介護保険運営協議会　書面開催の結果について

ご意見

現在、第２層の生活支援コーディネーターを２名配置していただいていますが、担当地域数が多く、きめ細やかな支援が思うよ

うに展開できていない状況にあります。活動をより活性化できるよう可能な範囲で増員を図っていただければ幸いです。

　第２層協議体の区域が中学校区から概ね小学校区になり、今までも、生活支援コーディネーターとして、より地域に密着

した課題解決に向けた取り組みのため、コーディネーターの配置をされていました。これからもより地域づくりを活発に充

実したものにするため、包括支援センターとの連携を密にし、第２層生活支援コーディネーター地区担当の増員が不可欠で

はないかと思っています。これからも、よろしくお願いします。

　基本方針２の地域ケアシステムの深化・推進について、個別の地域ケア会議が見込みの概ね半分、また政策形成に至って

いないが「概ねできた」の評価になっているのが気になります。
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記載箇所等

資料番号1-1

4ページ

就労の場の確保と創出

等

資料番号1-1

10ページ

介護サービス基盤の整

備実績

資料番号1-2

24ページ

介護離職の防止

資料番号1-2

30ページ

介護保険サービス利用

者に係る低所得者への

支援

その他

その他

高齢者の就労に関しまして、川西しごと・サポートセンターやシルバー人材センターが支援を行ってくださっていますが、その

利用に至れない高齢障がい者の方々のしごとのあり方についても今後、障害福祉課・介護保険課も交えて検討できる場があればと

考えます。

　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について、応募者がなく未整備であるとのことであるが、最近では、人生最

後まで住み慣れた自分の家で過ごし、看取りたいと思う方が増えていることから、今後もこの事業の整備事業者の公募を推

進してほしい。

○基本方針５―（６）―④

　介護離職とは、介護職員の離職による担い手の減少と、働き盛り世代が親族の介護により離職し、生活困窮に陥る問題の

２種類があり、どちらも重要な課題ですが、後者への取り組みが実施されていないと思われます。介護に不安や負担を抱え

ながら働く人たちに市として何ができるのか、何をしていくべきかを考え、実行する時期だと思います。

○基本方針６―（４）

　支援が薄いと感じます。川西市は要支援１から障害者控除対象者認定書を発行してもらえるため、他課と連携して非課税

者を作りだすことから考えないと、制度を使える人が適正に利用できません。

　介護保険制度が実施されて以来、これまでに川西市をはじめ、他市の介護保険事業計画にも関わらせて頂いております

が、川西市の協議会ほど、委員さん（ことに市民代表）から活発にしてかつ、斬新な意見のでる会議はございません。これ

まで会議のまとめ役を仰せつかりました私の誇りでもございます。

　「できなかった」「あまりできなかった」の項目のうち、新型コロナウイルス感染拡大に伴うもの以外は、できなかった

要因を分析し、今後の事業展開に向けて対策を講じられたい。

ご意見
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（２）ご質問と回答

記載箇所等 ご質問 回答

資料番号1-1

3ページ

情報共有のための仕組

みづくり

　「つながりノート」の活用状況が不明です。

資料番号1-1

3ページ

情報共有のための仕組

みづくり

　「つながりノート」について、どの程度使われているの

か、どんな使われ方をしているのか。利用者にとって、生活

向上、ケアプラン実施に貢献できる内容になっているのか。

資料番号1-1

3ページ

情報共有のための仕組

みづくり

　「入退院支援の手引き」の使用率は、ＣＭへの認知度は向

上しているのか、退院前カンファが在宅生活復帰にきちんと

つながっているのか。

　令和２年度「入退院支援の手引き」の認知度と活用状況の

把握のため、病院とケアマネジャーが対象の調査を予定して

おりましたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で通常

の連携体制が困難な状況であることから実施を延期しまし

た。そのため、令和３年度には、コロナ禍における入退院支

援に係る調査を予定しており、退院前カンファレンスの状況

についても検討してまいります。

　在宅医療・介護連携ツールである「つながりノート」は３

部構成となっており、要支援１以上の方が対象となる冊子の

令和２年度末利用者数は110名（令和２年度新規利用者21

名、中止者７名）です。具体的には、本人・介護者の思いや

悩み、治療方針、薬の変更や副作用などの医療情報、介護に

関する情報について、本人・介護者、かかりつけ医、ケアマ

ネジャー、介護サービス事業者などが情報共有し、治療方

針・ケアプランに反映し、より適切な医療や介護を行えるよ

う連携を図っています。

　また、平成30年度には、「ACP（アドバンス・ケア・プラ

ンニング）」について記載できるページを追加するなどの改

訂を行いました。
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記載箇所等 ご質問 回答

資料番号1-1

3ページ

認知症の予防

　認知症予防プログラムについて、課題や問題点を明確にし

てください。

　認知症予防プログラムは、運動習慣とともに、仲間と一緒

に知的活動を行う自主グループ活動ですが、活動者数の低迷

が問題点として挙げられます。

　その主な要因は、説明会実施後、一旦自主活動グループが

立ち上がるものの、プログラムで毎回課題が出たり、検査の

得点が出ることを負担に感じ途中で辞めてしまう方が多いと

いうことです。その結果、1グループあたり参加者数が減少

し、さらにコロナ禍をきっかけに活動停止となっておりま

す。

　今後も既存の自主活動グループへの支援は継続しますが、

令和3年度以降は、社会参加や運動習慣を身につけることなど

が認知症予防になることを啓発し、一般介護予防事業の介護

予防普及啓発事業「いきいき元気倶楽部」において認知症予

防を強化していく予定です。

資料番号1-1

4ページ

就労の場の確保と創出

等

　「川西しごと・サポートセンター」の利用者数の状況を教

えてください。

H29 H30 R1 R2

来所者数 22,754 25,128 27,135 24,772

新規求職者数 1,439 1,481 1,442 1,657

職業紹介件数 4,589 4,059 4,058 3,805

就職件数 1,004 1,037 922 668

（資料）令和2年度決算成果報告書

川西・しごとサポートセンター実績
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記載箇所等 ご質問 回答

資料番号1-1

4ページ

住宅改修

　「住宅改修」の利用件数の動向を教えてください。

資料番号1-1

4ページ

認知症による行方不明

者家族支援サービス事

業

　「認知症による行方不明者家族支援サービス事業」の問題

点は何でしょうか。

　問題点は利用者数が増えないことです。現在「認知症みま

もり登録」希望者に対し本事業の説明もしておりますが、携

帯電話のGPS機能をすでに利用している、装置を持つことが

困難という理由で本事業を希望されません。引き続き地域包

括支援センターと連携し周知を行ってまいります。

資料番号1-1

4ページ

介護離職の防止

　介護離職防止のための施策はどのような形で行われている

のか。

　家族を介護するために退職を余儀なくされる介護離職を防

止するためには、介護サービスを必要とする人が必要な時に

サービスを利用することができる体制が整備されていること

が重要です。このため、計画的に介護サービス基盤の整備を

行うとともに、介護保険制度や地域包括支援センター等の相

談窓口の周知を引き続き行ってまいります。

H30 R1 R2

住宅改修 418人 400人 323人

介護予防住宅改修 373人 352人 430人

住宅改修費給付実績
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記載箇所等 ご質問 回答

資料番号1-1

5ページ

介護給付費適正化事業

　居宅ケアプラン点検はいつから開始されたのか。抽出型か

全プラン対象か。点検結果から抽出された問題点は何か。そ

もそも利用者の課題分析が十分できていないことが多くみら

れるプランが散見される。

　施設ケアプランはどうなのか、施設の都合第一の内容で

は。

資料番号1-2

26ページ

介護給付費適正化事業

○基本方針６―（２）―①

　ケアプランチェックの件数は大幅に増えているとのことで

すが、対象プランの抽出方法、チェックの仕方、フィード

バックはどのように行っていますか。

　フィードバックの工夫や他事業所への事例紹介など、具体

的に適正化につながる効率的な方法を今後も検討していかれ

ることに期待します。

　ケアプラン点検は、少なくとも平成21年度には実施してい

ましたが、関係文書の保存年限がすでに経過しており、正確

な開始年度を確認することはできませんでした。

　点検は、市内すべての居宅介護支援事業所から、市が設定

した抽出条件（点検の着眼点等）に合致するプランの提出を

受けて行っており、対象のケアマネジャー等に対して個別に

指摘事項を伝達するほか、点検を通じて多く見られた指摘事

項を中心に集団指導等により他事業所へも周知しています。

　点検で多く見られる指摘事項としては、「本人や家族の意

向と位置付けられているサービスとの関係が明確でない」、

「総合的な援助方針や長期（短期）目標について、本人や家

族の意向にない内容が記載されている」といったものがあ

り、これらからは、収集した情報を分析して課題を抽出する

といったアセスメントのプロセスが不十分で、利用するサー

ビスを先に決定してからプランを作成している例が多いこと

が示唆されています。

　このため、令和３年度は、介護支援専門員協会川西支部と

も連携し、ケアマネジャーを対象として「自立支援に資する

介護予防ケアマネジメント」や「アセスメント力を高める」

といったテーマで研修会を開催するなど、ケアマネジャーの

資質向上に取り組んでおります。

　なお、本市では、居宅サービスのみを対象としてケアプラ

ン点検を行っており、施設サービスに係るケアプラン点検は

行っておりません。
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記載箇所等 ご質問 回答

資料番号1-1

8ページ

介護サービス等の給付

実績（地域密着型サー

ビス）

　コロナ禍において、令和元年度と２年度を比較すると、特

に通所系（地域密着型）で比較的小規模事業者の実績減少の

影響が経営を圧迫しているとの声も聞きます。

　認知症対応型通所介護の実績が減少し続けているのが気に

なります。コロナ以外で何か理由があるのでしょうか。

　令和２年度と令和元年度の保険給付費を比較すると、「通

所介護」が前年度比96.45％、「通所リハビリテーション」が

90.38％、「介護予防通所リハビリテーション」が83.56％と

なっているほか、「訪問リハビリテーション」が92.88％、

「介護予防訪問リハビリテーション」が65.80％、「介護予防

短期入所生活介護」が93.47％、「介護予防小規模多機能型居

宅介護」が65.39％となっており、通所や短期入所系サービス

のほか軽度者向けのリハビリテーション系サービスにおいて

給付費が減少しており、新型コロナウイルス感染症の拡大に

よる利用自粛などが影響していると考えられます。

　一方、「認知症対応型通所介護」の実績が減少し続けてい

ることについては、第７期介護保険事業計画の策定時点で市

内に４か所あった事業所が、期末時点では２か所に減少して

いることが要因と考えられます。
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記載箇所等 ご質問 回答

資料番号1-1

10ページ

介護サービス基盤の整

備実績

　地域密着型特養と定期巡回・随時対応型訪問介護看護の応

募がなかった原因は何だと考えられるでしょうか。また、次

年度の見込みはいかがでしょうか。

　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（地域密着型

特養）については、特別養護老人ホームが整備されていない

緑台圏域を整備地域として公募を行いましたが、緑台圏域で

は施設整備に適した用地の確保が困難とみられることが応募

がなかった要因と考えられます。

　また、定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、す

でに整備済みの川西南圏域を除く圏域を整備地域として公募

を行いましたが、採算性や人材確保に対する懸念から応募が

なかったものと考えられます。

　このため、第８期介護保険事業計画では、地域密着型介護

老人福祉施設について、緑台圏域を優先整備地域とするもの

の、その他の圏域でも整備可能として公募を行うとともに、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、事務所の借

り上げ経費や人件費の一部を補助する制度を新設し、これら

の施設の整備促進を図ることとしています。

資料番号1-2

6ページ

介護予防・生活支援

サービス事業の推進

○基本方針１―（４）―①

　担い手養成研修修了者のうち、サポーター登録をされ、さ

らに就労につながっている方がどのくらいいるのでしょう

か。総合事業の担い手は十分確保できていますか。

　令和２年度は、７名が研修を修了し、うち１名が事業所で

就業しています。

　今後は、「基準緩和型サービス」の利用対象者を明確化す

るなどサービスの利用促進を図ることにより、研修修了者の

就業機会の拡大を図るとともに、事業所への就労につながら

なかった修了者についても、地域における支援者などとして

活動していただけるよう、登録制度を設けて継続的な情報提

供等を行っております。

8 



３．報告事項（２）「令和2年度川西市介護保険事業概要について」

（１）ご意見

記載箇所等

全体

1ページ

高齢者人口の推移

1ページ

高齢者人口の推移

4ページ

要介護・要支援認定の

概況

4ページ

要介護・要支援認定の

状況

12ページ

介護保険事業計画との

比較（サービスごとの

状況）

16ページ

介護保険料基準額（月

額）の推移

　新型コロナウイルス感染症に係る臨時的な取り扱いが増加したことにより、多大なる影響を受けたことを確認しました。

ご意見

　川西市の介護保険事業の内容がどのようなものであるのかを、市民の方々にわかりやすく伝えるのが何より重要であり、

事業概要としてわかりやすく、かつ、市民が理解したいと思われる要点をもらさず伝えられていると、一定の評価をするこ

とができる。

　市内でも高齢化が確実に進行していること、介護保険サービス利用者も増加していることを改めて感じました。介護を支

える担い手が、なかなか確保していけない中、地域での支え合いの大切さを感じます。また、頂いた資料は、大変見やすく

わかりやすかったです。

　全国的に高齢化問題は重要課題です。川西市も後期高齢者が今後も増加していきます。介護保険も含めた福祉が重要と

なってきますね。

　コロナ禍の影響で、人が集まる通所介護やショートステイなどの利用者数が減少し、訪問介護の利用者数が増えているの

が顕著にあらわれていると思います。

　介護サービスの利用のない方が、更新申請をするケースがあるように思います。その対応次第で、申請件数をもう少し減

少させることができるのではないでしょうか。

　川西市は阪神間で１番と言っていいほど介護保険料が低く抑えられていますので、そのポイントや施策をもう少し表面化

してもいいのではないかと感じました。
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記載箇所等

その他

その他

その他

その他

その他

（２）ご質問と回答

記載箇所等 ご質問 回答

3ページ

要介護・要支援認定者

の概況

　認定者数に事業対象者数も加えていただきたいです。全体

的に総合事業の実施状況が把握しにくいと考えます。

　令和２年度末時点の事業対象者数は415人（前年度比39人

増）となっています。

　要介護認定と事業対象者とでは、その性格が異なることか

ら同様に取り扱うことは難しいと考えておりますが、ご指摘

の趣旨を踏まえ、総合事業の実施状況について、望ましい報

告のあり方を検討してまいります。

4ページ

要介護・要支援認定の

概況

　令和２年度要介護等認定状況で令和２年度が令和元年度よ

り3,010件減少しているが、令和２年度の実質認定者数はいく

らですか。

　「新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な

取り扱い」がなかったと仮定した場合、令和２年度の認定件

数は、実際の認定件数である5,762件に「臨時的な取り扱い」

の適用を受けた1,145件を加えた6,900件程度だったと考えら

れます。

　フレイル状態の方々の掘り起こしはむずかしい。６５才を目途に運動、認知検査を受けられる機会をもっても良いので

は。（歯科検診も含み、早期治療につなげていく（国保だけでなく））

　地域包括の業務負担が大きくなっている。相談、連携に時間がかかるため、人員配置に余裕がなければ対応できない。

　介護人材について、CWの負担軽減、業務のマニュアル化、シーツ交換、清掃、洗濯、送迎等を切り離し、CWは介護に専

念できる環境を確保するべき。ただし、簡素化、効率化が利用者の不利につながらないよう考慮すべき。

　施設の増加は歓迎すべきだが、運営内容についての基準、指導、監査は重要。入所者にとっては何が正解なのかよく理解

できていない。施設のやり放題

　在宅生活へ戻るにはPT、OT、STによる機能向上と、必要な薬がきちんと服用されているか確認する薬剤師の役割が不可

欠。病院で出される薬の重複を回避する必要も。専門職が院内だけでなく、在宅へも活躍の場を拡げてほしい。

ご意見
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記載箇所等 ご質問 回答

14ページ

保険料収納状況

　未収が少なくなっていますが、何か特別な取り組みをされ

たのでしょうか。（これ自体は国民皆保険として良い事と思

います）

14ページ

保険料収納状況

　令和２年度は普通徴収者の収納率が上がっていますが、特

別な施策を実施されたのでしょうか。

その他
　きんたくん健幸体操については全く存じ上げない。認知度

が低いのでは。会場確保、物品確保の予算は。

　外出自粛や人との接触機会の低減が求められる中で、自宅

でできるフレイル予防対策として、「きんたくん健幸体操＜

転倒予防・いきいき百歳体操編＞」の周知を目的とした広報

臨時号などの全戸配布を2回実施しました。また、同体操の

DVDの希望者への無料配布や、ケーブルテレビでの放映、動

画配信サイトへの掲載などにより積極的な周知を行っており

ます。

　会場確保につきましては、立ち上げ支援を行う地域包括支

援センターと活動グループが相談し決定していますが、自主

活動であるため予算確保はしておりません。なお、体操で使

用する物品（おもり等）は、市で購入し活動者へ貸与してお

ります。

　収納率向上の要因については、令和２年度から、納入通知

書の封筒デザインを変更し、表面に「重要」、裏面に「必ず

開封して内容をご確認ください」と赤字で大きく記載するよ

うにしたことで、開封して内容を確認していただきやすく

なったことが考えられます。
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４．報告事項（３）「令和２年度川西市地域包括支援センター事業報告について」

（１）ご意見

記載箇所等

全体

全体

2ページ

人員配置基準

2ページ

人員配置基準

4ページ

一般介護予防事業

6ページ

高齢者虐待対応状況

14ページ

多田地域包括支援セン

ター自己評価

　包括の業務が多様化し、負担が増えていると思いますが、人材が不足しているのではないかと思います。今後、ケアプラ

ンが有料化するなど制度が変われば、ケアプランに対する利用者や家族の意識も厳しくなり、さらに質の向上が求められる

ようになります。ケアマネの教育や支援も行う包括の人材確保はたいへんだと思いますが、検討・実施を願います。

　介護予防事業のきんたくん健幸体操の運営で、自主活動であっても専門職の包括支援センターの指導と開催等について、

支援ではなく指示にしてはいかがですか。

　高齢者虐待対応の件数が年々下がっているのは、喜ばしいことです。

○多田

　医療法人母体の強みを活かして、居宅ＣＭへの在宅復帰に必要なマネジメントについて研修をされてはいかがでしょう

か。

　限られた人員配置の中で、介護予防ケアプランの作成はもとより、一般介護予防事業・介護予防普及啓発事業・高齢者虐

待対応など、様々な事業を実施して頂いております中央地域包括支援センター、７圏域の地域包括支援センターの皆様には

いつも頭が下がります。

　今後、包括支援センターの職員の皆様と社協の地域福祉チーム・総合相談・権利擁護チームや地域の９つの施設等の職員

がさらに連携を深めさせていただき、ともに地域共生社会実現に向けて取り組んで行ければと考えております。

ご意見

　市と各センター間の情報共有と役割分担をしながら、センターの現状と課題を適切に把握し、必要な機能や体制の強化を

図られたい。

　地域包括支援センターの業務量の多さを考えると、現在の人員配置基準が妥当かの検討が必要だと思います。
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記載箇所等

14ページ

多田地域包括支援セン

ター自己評価

20ページ

清和台地域包括支援セ

ンター自己評価

23ページ

東谷地域包括支援セン

ター自己評価

その他

その他

　令和２年度～３年度にかけ、新型コロナウイルス感染症により、活動に制限が加わりました。そのため、身体機能が下が

り、精神が不安定になったり、認知症が進み、高齢者にとって、厳しい年度になったと思います。ワクチンが進む中で、令

和３年度は、社会との関わりが増えることを期待します。

ご意見

○多田・清和台・東谷

　予防支援・予防ケアマネジメントの再委託先が見つからないため苦労されている様子。解決策はあるのでしょうか。なぜ

引き受けが少ないのか。予防プランの研修体制がないからか。プラン料が安いからか。プラン様式も介護と同型式にして、

取り組みやすいものに変更しては。再委託先選定一覧をつくり、包括全体で共有。順次、依頼できる方法にしては。

　包括の人員体制を増やし、業務のわりふりをうまくすれば、スタッフの負担も減るのでは。

　介護保険制度や直接事業にかかわっている者にとっては理解できても（日常の用語として）、一般市民にとっては、施設

名も長く、まして事業内容まで理解するのは困難なことが多い（定められた制度であるからしかたありませんが）。「地域

包括」というように、現場ではよばれているが、一般市民にはまだ浸透していないようでもあります。少子高齢社会はこれ

からが本番です。互いに知恵をだして向き合いましょう。
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（２）ご質問と回答

記載箇所等 ご質問 回答

2ページ

人員配置基準

　包括職員の不足、定着しないために機能が十分ではない所

について、今後何か手段を講じる必要はありませんか。

　地域包括支援センターに求められる役割は年々増加してお

り、センターの機能強化を図ることは喫緊の課題です。この

ため、令和3年度から人員配置基準を変更し、従来の3職種に

加え、機能強化分として、ケアマネジャー・看護師・リハビ

リ専門職・管理栄養士・歯科衛生士を配置できることとし、

職種を広げ効果的な介護予防事業を推進できるようにいたし

ました。

　また、全国的に地域包括支援センターの職員不足や定着率

の低さが指摘されるなかで、新規採用が困難な事情を鑑み、

職員募集に係る経費についても委託料の中で経費として計上

できる取り扱いとするなど、受託法人が積極的な採用につな

げられるよう対応しております。

　今後とも、市と地域包括支援センターの間で情報交換を行

い、問題点を共有して対応するよう連携していきます。

6ページ

高齢者虐待対応状況

　高齢者虐待について、相談数、認定されたケースと減少し

ているが、純粋に減少したと考えて良いのか。コロナ等によ

り、発見や相談が減少しているだけなのか。どのように考え

ておられますか。

　高齢者虐待に関する相談・認定数が減少することが良いこ

ととは一概には言えず、虐待の未然防止、早期発見と迅速か

つ適切な初期対応ができる体制や相談・支援体制を充実させ

ることが重要であると考えております。

　特に、令和２年度においては、コロナ禍における外出自粛

等によりADLや認知機能低下による、介護負担の増大や、

サービス利用自粛での虐待発見の遅れが危惧されたため、相

談支援窓口となる機関への啓発と研修を強化いたしました。

今後も継続的に高齢者虐待防止と早期発見に関する周知・啓

発を行ってまいります。
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記載箇所等 ご質問 回答

12ページ

明峰地域包括支援セン

ター自己評価

○明峰

　専門職を配置した認知症カフェ検討とあるが、必ず配置が

必要でしょうか。

　認知症カフェに専門職の配置は必要です。認知症カフェの

ゆったりとした雰囲気の中で、認知症の人や介護者などが生

活する上での困りごとや制度について専門職に気軽に相談で

きる場でもあり、専門職による手段的・情報的サポートが提

供されることで、適切なサービスや他の専門職と早期に繋が

り、介護負担軽減や適切な支援により、地域や在宅生活の安

定につながると考えております。

その他

　ケアプランの再委託先が見つからない等、ケアマネジャー

の全体数の不足が今後も考えられる中、サービス（デイ、ヘ

ルプ等）の基準緩和型への移行、ケアマネジャーの中重度者

への注力等についてはいかがでしょうか。

　将来的な介護人材不足の深刻化が指摘される中で、専門的

な資格をもつ介護人材を中・重度者の支援に重点化すること

は重要な視点と考えており、第８期介護保険事業計画では、

多様な主体との連携により「基準緩和型サービス」の拡充を

図るとともに、利用対象者の明確化などにより、サービス利

用の促進を図ることとしています。

　「基準緩和型サービス」の利用を促進するためには、サー

ビス基盤の整備とともに、ケママネジャーにも積極的にケア

プランへの位置づけを行っていただく必要があると考えてお

ります。このため、利用促進策の具体化にあたっては、ケア

マネジャーをはじめ関係者のご意見をお聞きしながら検討し

てまいります。
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